
今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会  

（第21回）  

議  事 次 第  

1．日時 平成21年7月30日（木）10：00～12：30目途  

2．場所 航空会館 大ホール（7F）  

東京都港区新橋1－18－1  

3．議事   

○ 精神保健福祉法に関する課題等について  

【配付資料】  

○ 議事次第  

○ 座席表  

○ 構成員名簿  

資  料  精神保健福祉法に関する課題等について   



精神保健福祉法に関する課題等について   





Ⅰ精神保健福祉分野における  
制度改正の経緯  
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精神保健福祉分野における制度改正の経緯  

制度改正の概要  

◎措置入院制度の創設  

◎保護義務者の同意による入院制度の創設  

◎一般人からの診察及び保護の申請、警察官、検察官、矯正保護施設の長の通報制度の創設 等  

◎非営利法人の設置する精神病院の設置及び運営に要する経費に対する国庫補助規定の  創設等  

◎入院医療費の国庫負担基準の引上げ（2分の1→10分の8）等  

◎措置入院手続きの改正  

（緊急措置入院制度の創設など）等  

◎精神医療審査会制度の創設  

◎応急入院制度、任意入院制度の創設  
◎精神障害者社会復帰施設に関する規定  の創設 等  

◎精神障害者社会復帰促進センタ⊥の創設  

◎精神障害者の定義規定の見直し 等  

◎精神障害者保健福祉手帳制度の創設  

◎医療保護入院等を行う精神病院における常勤の指定医の必置 等  

◎医療保護入院の要件の明確化（任意入院の状態にない旨を明記）  

◎保護者の自傷他害防止監督義務規定の削除 等  
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◎精神医療審査会の委員構成の見直し  

◎特定医師の診察による医療保護入院等の特例措置導入 等   
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障害者自立支援法施行後3年の見直しに併せた対応  

障害者自立支援法等の一部を改正する法律案（平成21年3月31日国会へ提出）  

（※精神保健福祉法の一部改正を含む）  

精神障害者の地域生活を支える精神科救急医療の整備  

○ 都道府県が地域の実情に応じて、精神科救急医療の確保のための必要な体制整備を行うことを規定  

○ 精神保健指定医について、  
・措置診察等の公務員としての業務について、都道府県知事からの協力要請に応じる義務  

・精神科救急医療への参画について、都道府県知事が指定医・医療機関の管理者に協力を求めること  
ができる旨を規定   

を規定  
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（注）「（（D）」、「（②）」は事務局において付記したもの。  

上記附帯決議を受けて、①については、障害福祉計画に基づく各種障害福祉サービスの提供  
体制の確保や、精神障害者地域移行支援特別対策事業の実施によって対応しており、また、②  
についても、医療保護入院の適切な運用を図るための医療保護入院に係る病状報告の様式の見  
直し（精神保健福祉法施行規則改正）や、精神医療審査会の機能について、地域間格差の是正  
を図りつつ、精神医療審査会が適正に機能するよう都道府県等に対して周知する対応を図ってい  
るところ。  
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Ⅱ 入院制度・精神医療審査会  
について  
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入院制度に係る戦後の改正の経緯  

◎非営利法人の設置する精神病院の設置及び運営に要する経費に対する国庫補助規定の創設等  

◎入院医療費の国庫負担基準の  
引上げ（2分の  1→10分の8）  等  

◎緊急措置入院制度の創設  
（第29条の2）  

◎入院措置の解除規定創設  
（第29条の4）  

◎同意入院を医療保護入院と改名（第33条）  

◎指定医の判定を入院要件化（第33条第1項）  

◎扶養義務者の同意による医療保護入院等を  

認める仕組の導入（第33条第2項）  

◎医療保護入院に係る告知義務及び告知延期  

期間の規定を創設（第33条の3）  

◎応急入院制度の創設（第33条の4）  

◎仮入院期間を1週間へ短縮（第34条）  

◎告知延長期間を4週間と設定（第33条の3）  

◎医療保護入院の要件の明確化（任意入院の状  

態にない旨を明記）（第33条第1項）  

◎移送制度の創設（第34条）  

◎仮入院制度の廃止  

◎移送制度を法律上明文化  
（第29条の2の2）   

◎特定医師の診察による医療保護入院等の特例措置  
導入（第33条第4項、第33条の4第2項）  



精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく入院形態について  

1措置入院／緊急措置入院（法第29条／法第29条の2）  

【対象】入院させなければ自傷他害のおそれのある精神障害者  

【要件等】精神保健指定医2名の診断の結果が一致した場合に都道府県知事が措置  

（緊急措置入院は、急速な入院の必要性があることが条件で、指定医の診察は1名で足りるが、入院期間  
は72時間以内に制限される。）  

2 医療保護入院（法第33条）  

【対象】入院を必要とする精神障害者で、自傷他害のおそれはないが、任意入院を行う状態にない者  
【要件等】精神保健指定医（又は特定医師）の診察及び保護者（又は扶養義務者）の同意が必要  

（特定医師による診察の場合は12時間まで）  

3 応急入院（法第33条の4）  

【対象】入院を必要とする精神障害者で、任意入院を行う状態になく、  急速を要し、保護者の同意が得られない者  

【要件等】精神保健指定医（又は特定医師）の診察が必要であり、入院期間は72時間以内に制限される。  
（特定医師による診察の場合は12時間まで）  

4 任意入院（法第22条の3）  

【対象】入院を必要とする精神障害者で、入院について、本人の同意がある者  
【要件等】精神保健指定医の診察は不要  
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入院形態別在院患者数の推移  
資料：精神・障害保健課調  

（各年6月30日現在）  

（人）350000  

19911謀控1鎚8199419951996199719981㈱ 2C00 2∝【2∝e 2〔蔦〕m 2∝6 2∝8  t9引 柑9つ199）1gg419951耶沌199719911999 t00O t001ウ00つ ℡003 t00ヰ ウ0【6 tM  

（年）  （年）  

‾‾‾←■‾ 措置入院  
‾‾1ト‾‾ 医療保護   

ロその他 叫壬意入院 ■医療保護 ■措置入院  



入院形態別■在院期間別の患者割合  
資料：精神・障害保健課調  

（平成18年6月30日現在）  

任意入院  

医療保護入院  

措置入院  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％  100％  
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（参考）入院形態別の患者の状態  

■30未満  

ロ30～50  

ロ50以上  

口開放処遇  
医療保護  

■閉鎖処遇  

医療保護  

0％  20％  40％  60％  80％   100％  0％  20％   40％   60％   80％  100％  

、   ム  さ   

措置   医療 保護   任意  

自傷行為・自殺企図の危険性が高い  丁度β   3．3   2．4  

他害行為の危険性が高い   4玖β   了．0   3．2  

ロ条件を整えなくても  
欝  

JαJ   員β  

ユ蔓よ  治療・服薬への心理的抵抗が強い  3．1   4．1   4．3  

∪条件が整えば近い   且之イ   イ4ク  

将来可能  
重度の多飲水・水中毒   0．0   2．8   1．6  

ヽ  
■近い将来可能性は  0．5   1．5  

聾  ない  
陽性症状（幻覚・妄想）が重度  g友♂   クスJ   2玖♂  

その他  3．1  12．3  13．7  
計   

払  2     ％   4  ％  6   ％  
100．0   100．0   100．0   

医療保護  

出典：「精神病床の利用状況に関する調査」より（平成19年度厚労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」分担研究）11   



各国の入院形態等について  

概要   

○入院形態は、同意入院と措置入院の2種類  
○医師（精神科医に限らない）には、患者収容後、24時間以内に自治体首長に対する証明書  

の提出が義務づけられている（証明書は、署名日から15日間有効）  
・同意入院  

一恵者の任意ではなく、患者を取り巻く「周囲」の任意で申請されるため、誰でも申請者にな  

フランス  ることができる。  

一対象は、（公共の秩序と安全を深刻に脅かすいわゆる危険な患者ではないが）病識がな  
く、自発的な治療を拒否する患者  

・措置入院  

一県知事等による行政処分  

一対象は、公共の秩序と安全を脅かす危険な患者   

○非自発的入院の形態は、①当事者の親族等からの申請により、自治体の首長が入院を決定  
する保護的強制入院、②精神科専門医が文書で申請し、裁判所の判事が許可を行う限定的  

オランダ  強制入院、③①又は②の入院によって症状が改善しない場合に、病院長が判事に申請し入  
院継続が認められる持続的強制入院がある。入院期間はそれぞれ、①は3週間を限度、②  
は通常3～6ケ月、③は6ケ月から1年間。   

○任意入院が基本。強制入院は、次の場合に限られている。①緊急に治療しなければならない  
精神障害がある、②その治療法は患者に受け入れられない、③時間的にも方法的にも適切  

イタリア  な入院外の治療介入ではやれない。入院の提案は、一人の医師が行い、もう一方がそれを  
追認する必要があり、市長が入院を指示する。強制入院の届は、48時間以内に後見裁判  
官に出され、裁判官は、続く48時間以内に強制治療の承認、不承認を決定する。   

参照：へるす出版社 世界の精神保健医療（編集 新福尚隆／浅井邦彦）（2001年）等を基に編集  
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Ⅱ－1措置入院について  
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措置入院者数と新規措置入院者数（人口万対）  
※右軸は、新規措置入院患者数（折れ線グラフ）を、  資料：精神・障害保健課調（平成18年6月30日現在）   

左軸は、措置入院者数（棒グラフ）を示している。  ※人口は総務省統計局住民基本台帳人口（H19．3．31）による。  

平成17年6月1ケ月間の措置入院者数   

． 

北青岩宮秋山福茨栃群埼千束神新富石福山長岐静愛三滋京大兵奈和鳥島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖札仙さ千横川静名京大堺神広北福  

海森手城田形島城木馬玉葉京奈潟山川井梨野阜岡知重賀都阪庫良歌取根山鳥口島川媛知岡賀崎本分崎児縄幌台い葉浜崎岡古都阪市戸島九同  
道  川  山  鳥 市市た市市市市屋市市 市市州市  

ま  市  市  

市  
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措置入院の判断基準について  

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号）（抄）  

（判定の基準）  

第二十八条の二 第二十七条第t項又は第二項の規定により診察をした指定医は、厚生労働大臣の定める基準   

に従い、当該診察をした者が精神障害者であり、かつ、医療及び保護のために入院させなければその精神障   

害のために自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがあるかどうかの判定を行わなければならない。  

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第二十八条のこに基づき厚生労働大臣の定める基準  
（昭和六十三年四月八日厚生省告示第百二十五号）  

精神保健法（昭和二十五年法律第百二十三号）第二十八条の二第一項（第二十九条の二第四項において準用する場合を含  
む。）の規定に基づき、厚生大臣の定める基準を次のように定め、昭和六十三年七月一日から適用する。  

一   

一 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和二十五年法律第百二十三号。以下「法」という。）第二十九条第一項  

の規定に基づく入院に係る精神障害者であり、かつ、医療及び保護のために入院させなければその精神障害のために自  

身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがある旨の法第十八条第一項の規定により指定された精神保健指定医による  

判定は、診察を実施した者について、入院させなければその精神障害のために、次の表に示した病状又は状態像によ  

り、自殺企図等、自己の生命、身体を害する行為（以下「自傷行為」という。）又は殺人、傷害、暴行、性的問題行動、侮  

辱、器物破損、強盗、恐喝、窃盗、詐欺、放火、弄火等他の者の生命、身体、貞操、名誉、財産等又は社会的法益等に害  
を及ぼす行為（以下「他害行為」といい、原則として刑罰法令に触れる程度の行為をいう。）を引き起こすおそれがあると  

認めた場合に行うものとすること。   

二 自傷行為又は他害行為のおそれの認定に当たっては、当該者の既往歴、現病歴及びこれらに関連する事実行為等を  

考慮するものとすること。  

∧・′r ●■  

（中 略）  

弟＿  

法第二十九条の二第一項の規定に基づく入院に係る精神障害者であり、かつ、直ちに入院させなければその精神障害   

のために自身を傷つけ又は他人を害するおそれが著しい旨の法第十八条第一項の規定により指定された精神保健指定医   

による判定は、診察を実施した者について、第一の表に示した病状又は状態像により、自傷行為又は他害行為を引き起こ  

場 合に行うものとすること。  すおそれが著しい  と認めた   
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Ⅱ－2 医療保護入院・保護者制度  
について  
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医療保護入院制度の法的性格について  

制度趣旨   

他の疾病と異なり、精神障害においては、本人に病気であることの認識がないなどのため、入  

院の必要性について本人が適切な判断をすることができず、自己の利益を守ることができない場  

合があるという特質があることを考慮し、保護者の同意の手続を通じて精神障害者本人の利益を  

厚く保護しようとするもの。  

※ 精神衛生法上の同意入院について、東京地裁平成2年11月19日判決（判時1396号95頁）同旨。  

○本人の同意に基づかないという意味において、本人にとっては強制的な性格を有する。   

※ 精神衛生法時代は、一般的に「同意入院」と呼称されていたが、ややもすれば患者本人の同意がある入   

院と誤解されるきらいがあったことから、昭和62年改正（精神衛生法→精神保健法）の際に、その名称が改  

められたもの。  

※精神医学的・社会的に妥当な方法（必要最小限度の強制力を加えることも可能）によって本人を入院させ  

ることができる。   

○ 入院自体は、保護者と精神科病院の管理者との間に成立した診療契約に基づくものである。   

※ 精神衛生法上の同意入院について、東京地裁平成2年11月19日判決（判時1396号95頁）参照。  
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医療保護入院届出数の年次推移（各年度）  
資料：衛生行政報告例  

100  万  

対   

平成  
元年  

3  5  7  9  11  

年度  
13  15  17  19  
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年齢別医療保護入院者数  
（人）  

140，000  

120，000  

100，000  

80，000  

60，000  

40，000  

20，000  

平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度   
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医療保護入院者数   
（疾患分類別）  

資料：精神・障害保健課調  

（平成18年6月30日現在）  

（参考）  

医療保護入院者（総数）119，138人  
入院患者（総数）  320，308人  

※■一 内の数値は、入院患者総数（疾患分類別）に   

占める割合  

認知症  統合失調症  気分（感情）障害  その他  
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入院患者全体に占める認知症患者の割合  資料：精神・障害保健課調  

（各年6月30日現在）  
○  0  

12．000％  

10．000％  

8．000％  

6．000％  

4．000％  

2．000％  

0．000％                          平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度   
措置入院   0．003％   0．003％   0．003％   0．002％   0．004％   0．001％   

●医療保護   4，450％   5．158％   5．708％   5．991％   6．413％   6．789％   

－一任意入院   6．305％   6．530％   6．485％   6．325％   6．256％   6．103％   

一◆←その他   

の入院   
0．130％   0．083％   0．046％   0．040％   0．01g％   0．019％   



医療保護入院の保護者の内訳  

ロ兄弟（姉妹）  

中両親  

薗配偶者  

口子  

■市区町村長  

口その他  

出典：「精神病床の利用状況に関する調査」より（平成19年度厚労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」分担研究）  
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保護者制度の概要  

保護者制度とは  

「保護者」は、精神障害者に必要な医療を受けさせ、財産上の保護を行うなど、患者の生活行動一般  

における保護の任に当たらせるために、設けられた制度。   

患者の医療保護を十分に行おうとする要請と、患者の人権を十分に尊重しようとする要請との間にあ  
り、  
①任意入院者及び通院患者を除く精神睡害者に治療を受けさせること（22条1項）  

②任意入院者及び通院患者を除く精神障害者の財産上の利益を保護すること（22条1項）  

③精神障害者の診断が正しく行われるよう医師に協力すること（22条2項）  

④任意入院者及び通院患者を除く精神障害者に医療を受けさせるに当たって医師の指示に従う   

こと（22条3項）  

⑤回復した措置入院者等を引き取ること（41条）  

⑥医療保護入院の同意をすることができること（33条1項）  
⑦退院請求等の請求をすることができること（38条の4）  

という役割が規定されている。   



保護者制度に係るこれまでの経緯  

○ 明治7年  
・医制の発布  

医制の一つに癒狂院の設立に関する規定があったものの、癒狂院の設置は進まず、   

れていた。  
の大多数は私宅に監置されて、家族の世話に任さ  

○明治33年  

・精神病者監護法の公布   

①後見人、配偶者、親権を行う父又は母、戸主、親族 会で選任した四親等以内の親族を精神病者の監護義務者 として、その順位を定める。  
がないか、いてもその義務を履行できないときは住所地、所在地の市区町村長に監護の義務を負わ せる。   

② 精神病者を監置できるのは監護義務者だけで、病者を私宅、病院などに監置するには、監護義務者は医師の診断書を添え、警察署を 経て地方  

長官に願い出て許可を得なくてはならない。   

○大正8年  

・精神病院法の公布   

一地方長官は、医師の診断により、精欄病者監護法によって市区町村長が監護すべき者、 罪を犯した看で司法官庁が特に危険があると認める   

畳、療養の道なき者、地方長官が入院の必要を認める者等を精神病院に入院させることができる。   

○昭和25年  

・精神衛生法の公布一保護義務者の制度の創設、私宅監置制度の廃止、保護義務者による保護拘束の規定等   

○昭和40年改正  

・保護義務者による保護拘束の規定の削除   

○平成5年改正  

・「保護義務者」の名称を「保護者」に改正  

・措置解除により退院した場合等において、保護者は必要に応じて精神科病院及び社会復帰施設（障害福祉サービス事業者）等に対して支援を求め   
ることができる旨を新たに規定（22条の2）   

○平成11年改正  

・保護者の保護の対象から任意入院者及び通院患者を除外（22条1項）  

・保護者の義務のうち自傷他害防止監督義務を削除（22条1項）  

・保護者となることができる範囲に民法における成年後見制度の保佐人を追加（20条2項）  
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民法（明治二十九年四月二十七日法律第八十九号）  

（責任能力）  

第七百十二条 未成年者は、他人に損害を加えた場合において、自己の行為の責任   
を弁識するに足りる知能を備えていなかったときは、その行為について賠償の責任   
を負わない。  

第七百十三条 精神上の障害により自己の行為の責任を弁識する能力を欠く状態に   

ある間に他人に損害を加えた者は、その賠償の責任を負わない。ただし、故意又は   
過失によって一時的にその状態を招いたときは、この限りでない。  

（責任無能力者の監督義務者等の責任）  

第七百十四条 前二条の規定により責任無能力者がその責任を負わない場合におい   

て、その責任無能力者を監督する法定の義務を負う者は、その責任無能力者が第   
三者に加えた損害を賠償する責任を負う。ただし、監督義務者がその義務を怠らな   
かったとき、又はその義務を怠らなくても損害が生ずべきであったときは、この限りで   
ない。  

2 監督義務者に代わって責任無能力者を監督する者も、前項の責任を負う。  
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成年後見制度について  

○ 本制度は、認知症等の精神障害、知的障害などの理由で判断能力の不十分な者の権利擁護制度。   

○ 高齢社会への対応及び知的障害者・精神障害者等の福祉の充実の観点から、自己決定の尊重、残存能  
力の活用、ノーマライゼーション等の新しい理念と従来の本人の保護の理念との調和を図ることを目的とし  
て、旧民法における禁治産制度及び準禁治産制度を改めたもの。  

※「民法の一部を改正する法律（平成11年法律第149号）」による。   

○ 法定後見制度と任意後見制度に分けられる。   

○ 法定後見制度には、本人の事理弁識能力の程度により、後見、保佐、補助の3種類がある。  

成年後見人等に選任される者  

○ 本人のためにどのような保護・支援が必要かなどの事情に応じて、家庭裁判所が選任（父母等親族が選任  
される場合もある。）。   

○ 本人の親族以外にも、法律■福祉の専門家その他の第三者や、福祉関係の公益法人その他の法人が選   
ばれる場合がある。   

○ 成年後見人等を複数選ぶことも可能。また、成年後見人等を監督する成年後見監督人などが選ばれること   

もある。  

（注）法務省ホームページによる。  28   



法定後見制度の概要  

後 見   保 佐   補 

対象者   
判断能力が欠けているのが 通常の状態の者  判断能力が著しく不十分な 者  判断能力が不十分な者   

本人，配偶者，四親等内の親族，検察官など  

申立てをすることができる人  

市町村長（注1）   

申立ての範囲内で家庭裁  
成年後見人等（成年後見人・  判所が審判で定める「特定   

保佐人・補助人）の同意が必  
民法13条1項所定の行為 （注2）（注3）（注4）         の法律行為」（民法13条1   

要な行為  項所定の行為の一部）（注  

1）（注2）（注4）   

取消しが可能な行為   
日常生活に関する行為以外  同上（注2）（注3）（注  

の行為  4）   同 上（注2）（注4）   

申立ての範囲内で家庭裁  
成年後見人等に与えられる代  財産に関するすべての法律   判所が審判で定める「特定  

理権の範囲   行為   
同 左（注1）  

の法律行為」（注1）  

※法務省ホームページによる。  

（注1）本人以外の者の請求により，保佐人に代理権を与える審判をする場合，本人の同意が必要。補助開始の審判や補助人に同意  
権・代理権を与える審判をする場合も同様。  

（注2）民法13条1項では，借金，訴訟行為．相続の承認・放棄，新築・改築・増築などの行為が挙げられている。  
（注3）家庭裁判所の審判により，民法13条1項所定の行為以外についても，同意権・取消権の範囲を広げることが可能。  
（注4）日常生活に関する行為は除かれる。  
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（参考）  

成年後見制度利用支援事業  

【概要】   

障害福祉サービスの利用等の観点から、成年後見制度の利用が有効と認められる知的障  

害者又は精神障害者に対し、成年後見制度の利用を支援する土とにより、これらの障害者  
の権利擁護を図る。  

［地域生活支援事業費補助金］  

【実施主体】  

市町村（共同実施も可能）（指定相談支援事業者等へ委託することができる。）  

【対象者】   

障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする重度の知的障害者又は精神障害者であり、後  

見人等の報酬等必要となる経費の一部について、助成を受けなければ成年後見制度の利用が困  

難であると認められる者。  

【事業の具体的内容】   

成年後見制度の申立てに要する経費（登記手数料、鑑定費用）及び後見人等の報酬の全  
部又は一部を助成する。  
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長期の任意入院患者に同意の再確認を求める仕組みの導入  

「精神科病院に入院する時の告知等に係る書面及び入退院の届出等について  

（平成18年12月22日障精発第1222001号）」（通知）  

【概要】  

長期間任意入院している患者の病状を適切に確認するとともに、入院目的や  
退院できるかどうかを再確認するため、任意入院患者について、入院後1年経  
過時及び以後2年ごと（1年後、3年後、5年後、7年後…）に同意書の提出を  
求め、書面によって入院に係る同意の再確認を行うもの。  

○同意書による再確認の時期は、   

・入院後1年経過した日 及び   

・以後2年ごと経過した日   

の属する月とする。  

○同意書については精神科病院の管理者が保存。  

○都道府県への提出は不要であるが、同意の再確認を行っているか否かは   
指導監査において確認。  

31  
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Ⅱ－3 精神医療審査会について  
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精神医療審査会に係るこれまでの経緯（制度改正）  

昭和62年改正  

・精神障害者の人権に配慮しつつその適正な医療及び保護を確保するた  

め、専門的かつ独立的な期間として中立公正な審査を行うものとして設置。  
審査会は、都道府県知事の下におかれ、   
①医療保護入院の届出   

②措置入院患者および医療保護入院患者に係る定期病状報告   

③患者からの退院・処遇改善請求   

について審査を行うことをその業務とする。  
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精神医療審査会（精神保健福祉法第12－15条）  

（事務：精神保健福祉センター）  

委員構成員（1合議体あたり5名）は、その学識経験に基づき独立して職務を遂行  
都道府県知事が下記の着から任命（任期2年）   

☆精神科医療の学識経験者2名以上（精神保健指定医に限る） 
☆法律に関する学識経験者1名以上（弁護士、検事等）   
☆その他学識経験者1名以上（社会福祉協議会の役員、公職経験者等）  

精神科病院の管理者からの   

★医療保護入院の届出   

★措置入院、医療保護入院患者の  
定期病状報告  

入院中の者、保護者等から  
★退院請求  

★処遇改善請求  

＜知事による審査の求め＞  ＜知事による審査の求め＞  

＜速やかに審査結果通知＞  ＜速やかに審査結果通知＞  
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精神医療審査会における審査の状況  

1．定期報告、退院等請求の審査状況  
TJ外lくノ「「J又  

定期報告（医療保護入院）  定期報告（措置入院）  退院請求  処遇改善請求  

審査結果  審査結果  審査結果   審査結果  

審査  
他の  

審査  
他の  

入院形態  入院形態  
審査    審査  入院又は  

への移行  
件数  

への移行  
件数   処遇は  件数   処遇は  

が適当   が適当   
不適当  不適当   

全国計   86，066   4   1   2，718   四   0   2，288   団   256   園   

（割合）  0．005％   0．001％  0．442％   0％  4．0％  9．0％   

資料：衛生行政報告例  

2t実地審査（法第38条の6第1項）の状況  
平成19年度  

任意  措置  医療  応急   
合計   任意  措置  医療  応急  合計   

入院  入院  保護  入院  入院  入院  保護  入院  入院  入院  保護  入院   
任意  措置  医療  応急  合計  

全国計  1，494  1，408  5，124   0  8，026   国   阻   田   0   41   0   14   皿   0   園   

資料：精神・障害保健課調  
（参考）在院患者数に対する年間実地審査件数の割合   

措 置 入 院 （ 2，061人） 68．3％   

医療保護入院 （119，138人）   4．3％   

任 意 入 院 （197，212人）   0．8％  

※在院患者数は平成18年6月30日現在（精神・障害保健課調）   
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定期報告、退院等請求の件数推移  
定期報告（措置入院）  

退院請求、処遇改善請求  定期報告（医療保護入院：  

88，000  

（件）   （件）  

86，000  

84，000  

82，000  

80，000  

78，000  

76，000  

平成19年度  平成17年度  平成18年度  平成16年度  平成15年度  

資料：衛生行政報告例  37   
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精神医療審査会の状況  資料＝精神．障害保健課調  

※ 審査会委員数は平成20年10月1日現在  38   



について  
現状と課題   

○本人の意思に基づかない入院形態のうち、措置入院患者数は減少しているが、医療保護入院患者数及び医療  

保護入院患者の入院患者全体に占める割合は、2000年を境に増加に転じており、現在では入院患者数全体の約4  
割を占めるに至っている。一方で、任意入院患者数は減少している。この背景には、任意入院制度に関する指導の  
強化や、認知症入院患者の増加があると考えられ、今後の高齢化の進行に伴って、この傾向が強まる可能性があ   
る。   

○在院期間をみると、医療保護入院及び任意入院で、長期入院が多い傾向があり、特に、5年以上の入院期間を  
みると、任意入院患者の方が医療保護入院よりも患者割合が多い傾向にある。   

○措置入院については、人口当たりの措置入院患者数が、都道府県によって大きく異なっており、その判断基準に  
ついて、現在の告示に加えて、基準の一層の明確化や事例集の提示等を行うべきとの意見がある。   

○医療保護入院は、本人の同意に基づかないという意味において、本人にとっては強制的な性格を有しており、精  
神保健指定医による診察と保護者の同意という手続により入院が可能となっている。我が国においては、措置入  
院、医療保護入院、任意入院の3種類の入院形態があるが、国際的には、行政庁等による処分としての強制入院  
と、本人の同意に基づく任意入院の2種類に分けているところが多い。 

○また、医療保護入院制度や保護者制度については、本人が入院を拒否している場合に保護者が入院に同意す  

ることによって本人と家族との間に葛藤を生じるケースがあることや、保護者となる家族の負担感が強いこと等か  

ら、その見直しを求める意見がある。   

○一方、現行の医療保護入院制度についても、保護者の判断能力が疑われるケース（認知症の場合）や、保護者  

としての適格性が疑われるケース（虐待やDVのある場合）の取扱い等について、明確化を求める意見がある。   

○なお、任意入院についても、認知症高齢者や未成年者による同意の有効性に関する意見がある。   

○精神医療審査会については、都道府県等によってその運用状況にばらつきがある。また、定期病状報告を契機  
に入院形態の変更に至っている事例が少ないなど、その機能が十分に果たされていないおそれがある。また、都  
道府県からは、審査事務の増加や委員の確保の困難により、迅速な審査が難しいとの意見がある。  
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入院制度・精神医療審査会について  

「入院医療中心から地域生活中心へ」という精神保健医療福祉改革の基本的方向性を具体化していく観点か  

ら、諸外国における例も参考にしつつ、今後の入院制度のあり方についてどう考えるか。   

措置入院制度については、判断基準の一層の明確化等、現場においてより適切な判断が行われるような方策に  
ついてどのように考えるか。   

医療保護入院制度については、現状において入院患者数が全体の約4割を占めており、また、入院制度は、地  

域移行の取組や未治療・治療中断者に対して迅速な医療的支援を行う枠組みとも関連すると考えられるが、こ  

れらを踏まえて、医療保護入院制度のあり方についてどう考えるか。   

あわせて、保護者が虐待やDVを行っている場合や離婚調停中である場合など保護者適格が疑われる場合へ  

の対応を含め、現行の医療保護入院制度の適切な運用のための方策についてどのように考えるか。   

保護者制度については、保護者が認知症患者など自ら処遇改善請求や退院請求を行うこととが困難であると考  

えられる入院患者の権利を擁護する役割を担っている側面もあり、また、未治療・治療中断者に対してアウトリー  

チによる医療的支援を行う枠組みや成年後見制度等の他制度とも関連すると考えられるが、これらの点や医療  
保護入院制度との関係も踏まえて、そのあり方についてどのように考えるか。  

● 任意入院の認知症高齢者や未成年者に対する適用について、成年後見制度等民法との関係も踏まえて、どの  
ように考えるか。   

● 精神医療審査会については、本人の同意に基づかない入院の要否等についてチェック機能を果たすことが期待  
されているが、都道府県等における事務量の制約という観点も踏まえつつ、その機能を十分に確保するための  
方策について、どのように考えるか。  
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Ⅲ 申請・通報制度、移送制度について  
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申請・通報制度の概要  

○一般人の申請（23条）  

・精神障害者又はその疑いのある者のうち精神保健指定医の診察と必要な保護を要する状態にあるもの   

の所在を知った者が、都道府県知事（指定都市の市長）に対して適宜の措置を採るよう申請することが   
できることを定めた規定  

○警察官の通報（24条）  

・職務執行中の警察官が自傷他害のおそれがある精神障害者を発見したときの通報義務を定めた規定  

○検察官の通報（25条）  

・検察官が職務を執行するに当たり、精神障害者又はその疑いのある被疑者又は被告人につき通報の義務   
を課した規定  

○保護観察所の長の通報（25条の21  
・保護観察所の長に対し、精神障害者又はその疑いのある者に関する通報の義務を課した規定  

○矯正施設の長の通報（26条）  

・矯正施設の長に対し、精神障害者又はその疑いのある収容者を釈放しようとする場合等における通報の   
義務を課した規定  

○精神科病院の管理者の届け出（26条の幻  
・精神科病院の管理者に対し、措置入院に該当する症状を有する精神障害者の退院の申出があった時の   
届出の義務を課した規定  

○心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に係る通報（26条の引  
・医療観察法における指定通院医療機関の管理者および保護観察所の長に対して、同法により入院によら   
ない医療を受けている者がその精神障害のために自傷他害のおそれがあると認めた場合に、直ちに通報   

する義務を課した規定  
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被通報者等に係る考え方  

申請・通報主体   被通報者等   被通報者等に係る考え方   

○被申請者は、条理上、第29条の自傷他害のおそれのある状態であること  

一般人   を要件とする。   

（23条）  
精神障害者又はその疑いのある者  

○通常人としての立場において、被申請者が自傷他害のおそれのある状態  
にあることの認識をもつことをもって足りる。   

警察官・  精神障害のために自傷他害のおそ  
○左記のとおり   

（24条）  れがある者  

検察官  
○被通報者に係る解釈は示されていない。  

（25条1項）   

精神障害者又はその疑いのある被  
○適用場面は、検察官が「不起訴処分をしたとき」又は「裁判が確定したと  

疑者又は被告人  
き」   

○被通報者に係る解釈は示されていない。  

○適用場面は「特に必要がある場合と認めたとき」  

検察官  
精神障害者若しくはその疑いのある  ・不起訴処分前や裁判確定前であってすみやかに措置入院その他の方法により  

（25条2項）  
被疑者若しくは社告人又は医療観察  適切な医療及び保護を加える必要がある場合  
法の対象者   ・医療観察法の対象者について、同法による医療の必要性は認められないもの  

の、その精神障害のために自傷のおそれがあると判断されるなど措置入院等による  
入院医療を行う必要があると考えられる場合   

保護観察所の長  
（25条の2）   害者又はその疑いのある者   

○被通報者に係る解釈は示されていない。   

矯正施設の長  精神障害者又はその疑いのある収  
○被通報者に係る解釈は示されていない。なお、実態においては、自傷他害  

（26条）  容者  
のおそれがある者に限定せず、軽度の精神障害者等も通報の対象として  
いる。   

精神科病院の管  

理者  1項の要件に該当し、退院の申出を  
（26条の2〉   した者   

医療観察法の対象者であって入院  
指定通院医療機   
関の管理者等  

障害のために自傷他害のおそれが   
○左記のとおり  

（26条の3）  
ある者   
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申請通報届出件数等  

調査により  
診察を受けた者  

診察実施率  

移送を行った件数  

申請通報  （申請通報に対  

届出件数  し診察を行った  

症状の者   症状でな  割合）   1次診察  

かった者  場所まで   

一般からの申請（23条）   田   四   田   団   69．4％   田   田   国   

警察官からの通報（24条）   11，698   5，342   4，626   1；719   54．2％   1，970   田   2，584   

検察官からの通報（25条）   1．134   四   田   田   55．4％   旧   Ⅷ   園   

保護観察所の長からの通報（25条の2）   田   田   1   30．0％   1   1   

矯正施設の長からの通報（26条）   2，120   1，954   団   回   7．8％   皿   田   

精神科病院の管理者からの即  
田   1   囲   93．3％  

（26条の2）  

心神喪失等の状態で重大な他害行為を  
1  1  100．0％  

行った者に係る通報（26条の3）  

計   15，376   7，924   5，407   2，026   48．3％   2，196   四   2，961   

資料：衛生行政報告例（平成19年度）  
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申請・通報届出件数及び診察件数  

申請通報  

件数合計  

粛  
北青岩宮秋山福茨栃群埼千束神新富石福山長岐静愛三滋京大兵奈和島島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖札仙さ千横川新静浜名京大堺神広北福 うち  

海  奈  歌  児 幌台い葉浜崎潟岡松古都阪市戸島九岡 診察件数  
道森手城田形島城木馬玉葉京川潟山川井梨野阜岡知重賀都阪庫良山取根山鳥口島川媛知岡賀崎本分崎島縄市市た市市市市市市屋市市 市市州市  

ま  市  市  
市  

資料：衛生行政報告例（平成19年度）   46   



（参考）  

警察官職務執行法（昭和二十三年七月十二日法律第百三十六号）（抄）  

（保護）  

第三条 警察官は、異常な挙動その他周囲の事情から合理的に判断して次の各号のいずれかに   
該当することが明らかであり、かつ、応急の救護を要すると信ずるに足りる相当な理由のある者   

を発見したときは、取りあえず警察署、病院、救護施設等の適当な場所において、これを保護し   
なければならない。   

－ 精神錯乱又は泥酔のため、自己又は他人の生命、身体又は財産に危害を及ぼすおそれ  
のある者   

二 迷い子、病人、負傷者等で適当な保護者を伴わず、応急の救護を要すると認められる者   
（本人がこれを拒んだ場合を除く。）  

2前項の措置をとった場合においては、警察官は、できるだけすみやかに、その者の家族、知人  

その他の関係者にこれを通知し、その者の引取方について必要な手配をしなければならない。責  

任ある家族、知人等が見つからないときは、すみやかにその事件を適当な公衆保健若しくは公共  

福祉のための機関又はこの種の者の処置について法令により責任を負う他の公の機関に、その  
事件を引き継がなければならない。  

3第一項の規定による警察の保護は、二十四時間をこえてはならない。但し、引き続き保護する  

ことを承認する簡易裁判所（当該保護をした警察官の属する警察署所在地を管轄する簡易裁判  

所をいう。以下同じ。）の裁判官の許可状のある場合は、この限りでない。  
4前項但書の許可状は、警察官の請求に基き、・裁判官において巳むを得ない事情があると認め  

た場合に限り、これを発するものとし、その延長に係る期間は、通じて五日をこえてはならない。こ  

の許可状には巳むを得ないと認められる事情を明記しなければならない。  

5警察官は、第一項の規定により警察で保護をした者の氏名、住所、保護の理由、保護及び引渡  
の時日並びに引渡先を毎週簡易裁判所に通知しなければならない。  

■  
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移送制度について  

○ 精神保健福祉法には、平成11年改正まで医療保護入院等のための患者の移送に関する特段の規定がなく、緊急   
に入院を必要とする状態にあるにもかかわらず患者本人が入院の必要性を理解できないために、結果的に入院が   
遅れ、自傷他害の事態に至る場合や、家族等の依頼を受けた民間警備会社が強制的に精神障害者を移送する等   
患者の人権の観点から問題視される事例が発生していた。   

○ このため、平成11年改正により医療保護入院のための移送の規定が新設され、これに伴い、措置入院に付随して   
従来から行われていた移送についても規定が新設された。  

移送制度の概要  

○措置診察のための移送   

一措置入院に係る申請・通報又は届出のあった者を指定医に診察させるため、当該指定医の下にその者を移送す  

る場合には、診察の一環として、27条1項の規定に基づき当該移送を実施することができる。（なお、この移送  
については、行動の制限を行うことはできない。）   

－当該診察に当たり、指定医及び都道府県等の職員は必要な限度においてその者の居住する場所へ立ち入るこ  
とができる。（27条4項）   

○措置入院のための移送   

－27条に規定する診察の第1回目又は29条の2に規定する指定医の診察により、（緊急）措置入院が必要とされて   
から入院するまでの移送については、29条の2の2の規定に基づき実施することができる。（移送時には行動の制   
限を行うことが認められている。）   

○医療保護入院等のための移送   

一指定医による診察の結果、直ちに入院させなければ医療及び保護を図る上で著しく支障がある精神障害者であっ   
てその精神障害のために本人の同意に基づく入院が行われるにないと判断されたものを、保護者の同意の有無に   
応じ、医療保護又は応急入院させるため、34条の規定に基づき応急入院指定病院に移送することができる。（移送  
時には行動の制限を行うことが認められている。）   



精神保健及び精神障害者福祉に関する法律  

（昭和二十五年法律第百二十三号）（抄）  

（申請等に基づき行われる指定医の診察等）  

第二十七条 都道府県知事は、第二十三条から前条までの規定による申請、通報又は届出のあった者について調査の上必要  
があると認めるときは、その指定する指定医をして診察をさせなければならない。  

2都道府県知事は、入院させなければ精神障害のために自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがあることが明らかである  
者については、第二十三条から前条までの規定による申請、通報又は届出がない場合においても、その指定する指定医をして  
診察をさせることができる。  

3都道府県知事は、前二項の規定により診察をさせる場合には、当該職員を立ち会わせなければならない。  
4指定医及び前項の当該職員は、前三項の職務を行うに当たって必要な限度においてその者の居住する場所へ立ち入ること   

ができる。  

（措置入院等のための移送）  

第二十九条のこの二 都道府県知事は、第二十九条第一項又は前条第一項の規定による入院措置を採ろうとする精神障害者  
を、当該入院措置に係る病院に移送しなければならない。  

2都道府県知事は、前項の規定により移送を行う場合においては、当該精神障害者に対し、当該移送を行う旨その他厚生労働  
省令で定める事項を書面で知らせなければならない。  

3都道府県知事は、第一項の規定による移送を行うに当たっては、当該精神障害者を診察した指定医が必要と認めたときは、  
その者の医療又は保護に欠くことのできない限度において、厚生労働大臣があらかじめ社会保障審議会の意見を聴いて定める  
行動の制限を行うことができる。  

（医療保護入院等のための移送）  

第三十四条都道府県知事は、その指定する指定医による診察の結果、精神障害者であり、かつ、直ちに入院させなければその  
者の医療及び保護を図る上で著しく支障がある看であって当該精神障害のために第二十二条の三の規定による入院が行われ  

る状態にないと判定されたものにつき、保護者の同意があるときは、本人の同意がなくてもその者を第三十三条第一項の規定  
による入院をさせるため第三十三条の四第一項に規定する精神科病院に移送することができる。  

2都道府県知事は、前項に規定する者の保護者について第二十条第二項第四号の規定による家庭裁判所の選任を要し、か  
つ、当該選任がされていない場合において、その者の扶養義務者の同意があるときは、本人の同意がなくてもその者を第三十  
三条第二項の規定による入院をさせるため第三十三条の四第一項に規定する精神科病院に移送することができる。  

3都道府県知事は、急速を要し、保護者（前項に規定する場合にあっては、その者の扶養義務者）の同意を得ることができない  
場合において、その指定する指定医の診察の結果、その者が精神障害者であり、かつ、直ちに入院させなければその者の医療  
及び保護を図る上で著しく支障がある看であって当該精神障害のために第二十二条の三の規定による入院が行われる状態に  

ないと判定されたときは、本人の同意がなくてもその者を第三十三条の四第一項の規定による入院をさせるため同項に規定す  
る精神科病院に移送することができる。  

4第二十九条のこの二第二項及び第三項の規定は、前三項の規定による移送を行う場合について準用する。   



都道府県・政令市 へのアンケート調査結果（第12回検討会（平成20年10月29日）資料2）より  

精神保健福祉法第27条に基づく措置診察の件数に占める指定医所属先の割合別自治体数  
（措置診察の実施場所別）  

②1次・2次診察とも受け入れ病院において主に  

実施（14／64自治体）  

（自治体数）  

0  5  10  t5  

①1次・2次診察とも通報地（警察署等）において主  

に実施（34／64自治体）  

（自治体数）  

0  5  tO  15    20    25  30  35  

10  

10  

国・都道府県立病院  

指定病院  

非指定病院  

診療所  

精神保健福祉センター・県市  

その他  

国・都道府県立病院  

指定病院  

非指定病院  

診療所  

精神保健福祉センター・県市  

その他  

ロ0＼  

口0ヽ超～tO＼以下  

Bl肌超～3肌以下  

田30†i超～5肌以下  

■50％超  

④1次・2次診察の少なくともいずれかを、診察する  

指定医の所属医療機関に移送して実施することが多  
い（7／64自治体）  

（自治体数）  
0  5  10  

③1次診察は通報地（警察署等）で実施、2次診察は  
受け入れ病院で実施することが多い（9／64自治  

体）  （自治体数）  

0  5  10  

国・都道府県立病院  

指定病院  

非指定病院  

診療所  

精神保健福祉センター・県市  

その他  

国・都道府県立病院  

指定病院  

非指定病院  

診療所  

精神保健福祉センター・県市  

その他  

DO！i 口0％超－10，も以下  
臼10％超－30％以下  

臼30，i超～50†も以下  

■50！i超  
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（第15回検討会（平成21年3月26日）資料4）より  

法第34条に基づく移送の実績  

○ 平成19年4月末～20年4月末までの1年間で34条に基づく移送を実施  

したのは64都道府県1指定都市中28自治体（移送件数は200件）。  

○ 平成12年の施行時から8年間で移送件数は1，445件となっているが、  

13自治体で体制の整備がなされておらず、7自治体においては体制は  

整備されているが、制度創設以来実績がない。  

．笑；  

○ 実績が少ない理由としては、適用の判断の難しさ、指定医の確保等  

の実施体制の確保の難しさ等が考えられる。  

○ 精神科救急医療体制整備事業において移送経費を補助対象として  

いる。（補助率1／2）  
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申請・通報制度、移送制度について  

現状と課題  

○ 検察官通報（第25条）、保護観察所の長の通   
報（第25条の2）及び矯正施設の長の通報（第26   

条）については、法文上、自傷他害のおそれの   
有無について明記されていない。特に矯正施設   
の長による通報については、通報の届出があっ   
た件数のうち診察を実施した割合は、1割にも満   
たないという実態がある。   

○ 移送制度については、  

・措置診察のための移送について法律上の   

根拠を明確にすべき ■  

・医療保護入院等に係る移送についてその基   
準が明確でない   

等の意見がある。  

● 矯正施設の長による通報等の被通報者については、措置   

症状を有していない者についても通報を受けることにより都道   

府県等が支援の対象として把握できるという側面も有している   

と考えられるが、被通報者の範囲を限定することの影響も踏ま   
えた検討が必要ではないか。また、通報主体の範囲等、申請一   
通報制度のあり方についてどう考えるか。   

● 措置診察のための移送について法的根拠を設けることにつ   

いては、  

・第29条の2の2に基づく移送及び第34条に基づく移送のい   

ずれも、行政処分（措置入院）や入院の要件を満たす場合に  
適用されるものであることや、  

・現行制度においても、措置診察のための居住場所への立  
入りが認められており、訪問による措置診察が可能であるこ  

と   

等を踏まえて、どのように考えるか。   

● 未治療・治療中断者に対し、アウトリーチによる医療的支援  

を行う枠組みを検討することとあわせて、法第34条に基づく  

移送について、患者の症状に応じた適切な運用が行われる  

よう、基準の更なる明確化や関係機関との連携のあり方につ  
いて、どのように考えるか。   

● 申請■通報制度、移送制度については、各都道府県等にお  

いて関係機関との間で実務上どのような連携体制を構築す  

るかが重要と考えられ、まずは、それを促していくことが必要  

○ また、申請・通報制度、移送制度については、  
警察との関係等について様々な意見があるが、  
関係機関との連携の状況やその運用は都道府  

県等によって多様と考えられる。  
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Ⅳ 行動制限■入院中の処遇について  
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在院患者の処遇状況  
（在院患者に占める隔離・身体拘束の割合）  

（平成18年6月30日現在）  

12．00％  

10．00％  

0．00％  

北青岩宮秋山福茨栃群埼千束神新富石福山長岐静愛三滋京大兵奈和島島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖札仙さ千横川静名京大堺神広北福  

海森手城田形島城木馬玉葉京奈潟山川井梨野阜岡知重賀都阪庫良歌取根山鳥口島川媛知岡賀崎本分崎児縄幌台い葉浜崎岡古都阪市戸島九同  

道  川  山  鳥 市市た市市市市屋市市 市市州市  

ま  市  市  

市   
資料：精神一障害保健課調  
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精神保健及び精神障害者福祉に関する法律  

（昭和二十五年法律第百二十三号）（抄）  

（処遇）  

第三十六条 精神科病院の管理者は、入院中の者につき、その医療又は保護に欠くことのできない限度に   

おいて、その行動について必要な制限を行うことができる。  

2 精神科病院の管理者は、前項の規定にかかわらず、信書の発受の制限、都道府県その他の行政機関の  

職員との面会の制限その他の行動の制限であって、厚生労働大臣があらかじめ社会保障審議会の意見を  

聴いて定める行動の制限につし＼ては、これを行うことができない。  

3 第一項の規定による行動の制限のうち、厚生労働大臣があらかじめ社会保障審議会の意見を聴いて定  

める患者の隔離その他の行動の制限は、指定医が必要と認める場合でなければ行うことができない。   

第三十七条 厚生労働大臣は、前条に定めるもののほか、精神科病院に入院中の者の処遇について必要   

な基準を定めることができる。  

2 前項の基準が定められたときは、精神科病院の管理者は、その基準を遵守しなければならない。  

3 厚生労働大臣は、第一項の基準を定めようとするときは、あらかじめ、社会保障審議会の意見を聴かなけ  

ればならない。  

精神保健及精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三十六条第三項の  

規定に基づき厚生労働大臣が定める行動の制限（厚生省告示第百二十九号）  

一  患者の隔離（内側から患者本人の意思によっては出ることができない部屋の中へ一人だけ入室させ   
ることにより当該患者を他の患者から遮断する行動の制限をいい、十二時間を超えるものに限る。）  

二 身体的拘束（衣類又は綿入り帯等を使用して、一時的に当該患者の身体を拘束し、その運動を抑制   
する行動の制限をいう。）  
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精神保健及精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三十七条第一項  

の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（厚生省告示第百三十号）（抄）  

第三 患者の隔離について  

一 基本的な考え方  

（－）患者の隔離（以下「隔離」という。）は、患者の症状からみて、本人又は周囲の者に危険が及ぶ可能性が著しく高   
く、隔離以外の方法ではその危険を回避することが著しく困難であると判断される場合に、その危険を最小限に減ら  
し、患者本人の医療又は保護を図ることを目的として行われるものとする。  

（ニ）隔離は、当該患者の症状からみて、その医療又は保護を図る上でやむを得ずなされるものであって、制裁や懲   
罰あるいは見せしめのために行われるようなことは厳にあってはならないものとする。～（二） 略  

（三）十二時間を超えない隔離については精神保健指定医の判断を要するものではないが、この場合にあってもその   
要否の判断は医師によって行われなければならないものとする。  

（四）なお、本人の意思により閉鎖的環境の部屋に入室させることもあり得るが、この場合には隔離には当たらないも   
のとする。この場合においては、本人の意思による入室である旨の書面を得なければならないものとする。   

二 対象となる患者に関する事項   

隔離の対象となる患者は、主として次のような場合に該当すると認められる患者であり、隔離以外によい代替方法   
がない場合において行われるものとする。  

ア～オ （略）   

三 遵守事項  

（－）隔離を行っている閉鎖的環境の部屋に更に患者を入室させることはあってはならないものとする。また、既に患   
者が入室している部屋に隔離のため他の患者を入室させることはあってはならないものとする。  

（二）隔離を行うに当たっては、当該患者に対して隔離を行う理由を知らせるよう努めるとともに、隔離を行った旨及   
びその理由並びに隔離を開始した日時及び解除した日時を診療録に記載するものとする。  

（三）隔離を行っている間においては、定期的な会話等による注意深い臨床的観察と適切な医療及び保護が確保さ  
れなければならないものとする。  

（四）隔離を行っている間においては、洗面、入浴、掃除等患者及び部屋の衛生の確保に配慮するものとする。  
（五）隔離が漫然と行われることがないように、医師は原則として少なくとも毎日一回診察を行うものとする。  
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精神保健及精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三十七条第一項  

の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（厚生省告示第百三十号）（抄）  

第四 身体的拘束について  

一 基本的な考え方  

（－）身体的拘束は、制限の程度が強く、また、二次的な身体的障害を生ぜしめる可能性もあるため、代替方  
法が見出されるまでの間のやむを得ない処置として行われる行動の制限であり、できる限り早期に他の方  
法に切り替えるよう努めなければならないものとする。  

（二）身体的拘束は、当該患者の生命を保護すること及び重大な身体損傷を防ぐことに重点を置いた行動の  

制限であり、制裁や懲罰あるいは見せしめのために行われるようなことは厳にあってはならないものとす  

る。  
（三）身体的拘束を行う場合は、身体的拘束を行う目的のために特別に配慮して作られた衣類又は綿入り帯  

等を使用するものとし、手錠等の刑具類や他の目的に使用される紐、縄その他の物は使用してはならない  
ものとする。   

二 対象となる患者に関する事項   

身体的拘束の対象となる患者は、主として次のような場合に該当すると認められる患者であり、身体的拘束   

以外によい代替方法がない場合において行われるものとする。   

ア 自殺企図又は自傷行為が著しく切迫している場合   

イ 多動又は不穏が顕著である場合   

ウ ア又はイのほか精神障害のために、そのまま放置すれば患者の生命にまで危険が及ぶおそれがある  

場合  

三 遵守事項  

（－）身体的拘束に当たっては、当該患者に対して身体的拘束を行う理由を知らせるよう努めるとともに、身  
体的拘束を行った旨及びその理由並びに身体的拘束を開始した日時及び解除した日時を診療録に記載  

するものとする。  
（二）身体的拘束を行っている間においては、原則として常時の臨床的観察を行い、適切な医療及び保護を  

確保しなければならないものとする。  
（三）身体的拘束が漫然と行われることがないように、医師は頻回に診察を行うものとする。   



医療観察法による入院者と措置入院者の拘束状況の比較①  

Ⅰ研究概要  
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医療観察法で定められた指定入院医療機関で実施されている医療の実態をモニタリングし、  
CPA－J（CareProgrammeApproachinJapan）の効果を評価するために、医療観察法による  

入院者25名と、性別・年齢、診断、重大な他害行為をマッチさせた措置入院者25名について、  
隔離・拘束状況、薬物の種類・投与量の比較を行った。  

【調査期間】  

2005年8月～2007年2月   

【対象者】  

症例群（指定入院医療機関に入院となった者）：25名（男性21名、女性4名）  

対照群（症例群と性別・年齢、診断名、重大な他害行為の一致する措置入院者）：25名  

i【平均年齢】  

症例群：男性35．7±7．2歳、女性 37．8±6．8歳  
対照群：男性35．8±7．7歳、女性36．3±2．5歳  

ヽヽ   



医療観察法による入院者と措置入院者の拘束状況等の比較②  

（注）医療観察法入院では、入院決定前に原則2ケ月の鑑定入院が行われていることを踏ま   
え、本研究では、対照群（措置入院者）では、入院期間60日以降の状況を調査している。   Ⅱ 拘束・隔離の実施状況  

P＜0．05  
isher’s exact test  

、ニエ、．コ亡』F∵．、、ユ：⊥ニーぷ淋ilぷ＿▲一心瓜、払；－二iじ⊂紬  

Ⅲ医療観察法による医療のうち拘束等の減少に貢献していると予想される試み 賢  

教育と研修の実施  

※ 各要素の個別の効果を十分に明らかにしたとは言えない。  60   



精神疾患による入院患者数の推移  
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325．9   329．4  320．9   324．3   
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資料：患者調査61   



任意入院患者の開放処遇の状況  
（平成18年6月30日現在）  
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精神保健及精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三十七条第一項  

の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（厚生省告示第百三十号）（抄）  

第五 任意入院者の開放処遇の制限について   

一 基本的な考え方  

（－）任意入院者は、原則として、開放的な環境での処遇（本人の求めに応じ、夜間を除いて病院の出入りが自由に可   
能な処遇をいう。以下「開放処遇」という。）を受けるものとする。  

（二）任意入院者は開放処遇を受けることを、文書により、当該任意入院者に伝えるものとする。  
（三）任意入院者の開放処遇の制限は、当該任意入院者の症状からみて、その開放処遇を制限しなければその医療   

又は保護を図ることが著しく困難であると医師が判断する場合にのみ行われるものであって、制裁や懲罰あるいは   
見せしめのために行われるようなことは厳にあってはならないものとする。  

（四）任意入院者の開放処遇の制限は、医師の判断によって始められるが、その後おおむね七十二時間以内に、精神   
保健指定医は、当該任意入院者の診察を行うものとする。また、精神保健指定医は、必要に応じて、積極的に診察  
を行うよう努めるものとする。  

（五）なお、任意入院者本人の意思により開放処遇が制限される環境に入院させることもあり得るが、この場合には開   
放処遇の制限に当たらないものとする。この場合においては、本人の意思による開放処遇の制限である旨の書面を   
得なければならないものとする。   

二 対象となる任意入院者に関する事項  

開放処遇の制限の対象となる任意入院者は、主として次のような場合に該当すると認められる任意入院者とする。   

ア他の患者との人間関係を著しく損なうおそれがある等、その言動が患者の病状の経過や予後に悪く影響する場合   
イ 自殺企図又は自傷行為のおそれがある場合   

ウ ア又はイのほか、当該任意入院者の病状からみて、開放処遇を継続することが困難な場合   

三 遵守事項  

（－）任意入院者の開放処遇の制限を行うに当たっては、当該任意入院者に対して開放処遇の制限を行う理由を文書   
で知らせるよう努めるとともに、開放処遇の制限を行った旨及びその理由並びに開放処遇の制限を始めた日時を診  
療録に記載するものとする。  

（ニ）任意入院者の開放処遇の制限が漫然と行われることがないように、任意入院者の処遇状況及び処遇方針につい  

て、病院内における周知に努めるものとする。   



行動制限・入院中の処遇について  

現状と課題  

○ 在院患者に占める隔離一身体拘束の割合は、  
都道府県等によって大きく異なっており、隔離・  
身体拘束に関する指導も都道府県等によって  

統一されていないとの指摘がある。   

○ 医療観察法対象者と措置入院患者を比較し  

た研究においては、（D病室の個室化や治療ス  
テージに応じたユニット等の病棟の構造、②手  
厚い人員の確保や多職種によるチーム医療等  

の医療の内容が、拘束等の減少に資する可能  
性があることが示唆されている。   

○ 一方で、精神疾患を主傷病としながら精神病  
床以外の病床に入院する患者数が増加してい   

る。  

● 処遇の基準や指導監督基準等の見直しや、病室の個室   
化や個々の患者の病状に応じた多職種による個別処遇の実   

施、手厚い人員の確保等、隔離・身体拘束の最小化を図るた   
めの取組についてどう考えるか。  

● また、認知症や身体合併症の増加等を背景として、今後、   
精神疾患を有する者が精神病床以外に入院することが更に   

増加することが予想されるが、こうした患者のうち、特に精神   

症状により行動制限を必要とする者に対する処遇について、   
どのように考えるか。  

○ 任意入院患者については、現行制度上、開  
放処遇を原則としつつ個々の患者の病状に応  

じて閉鎖処遇を行うことも可能となっているが、  
実際には、閉鎖処遇を受ける任意入院患者が   

多くみられている。  

● 任意入院患者も含め、個々の患者の病状の変化等に対   
応して適切な処遇が実施されることを促す方策について、ど   

のように考えるか。  
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